
保育園において、在宅で子育てしている親が実施事業を通じて集団での遊びの提供を受けたり、育児相
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 談等を利用して子育てに関する不安を解消することができる、子育てに適した地域環境づくりを推進する。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
家庭で子育てしている親子を対象に、公立保育園３園の保育士が、公共施設に出向く「けやキッズ」は、体 出前保育「けやキッズ」は、４・８月を除く月５回（公共施設１０：３０～１１：３０・広場１０：３０～
操やリズム遊びのほか、正月遊びや雛人形の製作など季節に応じた遊びを通して親子の交流を深め、子育て １１：００）実施する。
相談にも応じている。また、公立保育園３園の園庭を定期的に開放する（園庭開放「ひだまりっこ」）。湖 当該年度 園庭開放「ひだまりっこ」は、公立保育園３園で園庭開放サポーターを１名ずつ配置し、保育士と連携しな
北台保育園では毎週水曜日、寿保育園では毎週水・金曜日、つくし野保育園では毎週月・水に実施する（８ 執行計画 がら事業を推進する。

(3)事業内容 内　　容 月を除く・雨天中止）。時間は、午前９時３０分から１１時３０分まで。利用したい親子は自由に遊んだり
集会などに参加し集団遊びを体験できる。園児や親同志の交流を図るとともに必要に応じて育児相談を受け
られる。平成２８年度５月より市内在住の就学前児童とその保護者や出産を控えている方を対象に「マイ保 利用者数 想定値 2,030当該年度
育園ひろば」事業を開始。地域の子育て支援の充実を目的に各園午前１０時から１１時まで、年１３回実施 単位 人

活動結果指標 実績値 791。登録制で登録・参加費は無料。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子育て中の親子の交流を図り、子どもたちの健やかな成長を進める。 間接 園庭開放・マイ保育園の利用者数 人 2,024 2,030

令和 3年度 子育て中の親子の交流を図り、子どもたちの健やかな成長を進める。 間接 園庭開放・マイ保育園の利用者数 2,035

令和 4年度 子育て中の親子の交流を図り、子どもたちの健やかな成長を進める。 間接 園庭開放・マイ保育園の利用者数 2,040

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

園庭開放サポーター報償費 455 園庭開放サポーター報償費 284 167 園庭開放サポーター報償費 284 園庭開放サポーター報償費 284

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 455 合　　計 284 167 合　　計 284 合　　計 284
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 455 284 167 284 284

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 3.16 3.16 3.16 3.16 3.16
正職員人件費 27,808 27,492 27,492 27,492 27,492

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,263 27,776 27,659 27,776 27,776
(11)単位費用

13.92千円／人 13.68千円／人 34.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域のつながりの希薄化等により、地域で子育てする慣習が失われ、子ども達が、安全に親子で遊べる交流の場や、家庭 ●①事前確認での想定どおり
で育児をしている親が集える場所が減少している。このような状況の進行を抑える対策として育児の専門機能をもつ公立 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 保育園の園庭開放や、就学前の子どもに保育士が集団遊びを体験させる事業や保育士による就学前の子どもに集団での遊 ○要
   背景は？(事業の必要性) びを体験させたりすることは重要な事業である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域のつながりの希薄化等により、地域度子育てをする習慣が失われ、親子で安全に遊べる交流の場や減少しているため
、育児の専門職のいる保育園等で実施する園庭開放など、集団での遊びの場を提供する事業は重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が認定した子育てサポーター（園庭開放サポーター）を保

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 育園に配置し、事業を充実させていくため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 園児の保護者が事業に参画している。 市で認定した子育てサポーターを、園庭開放サポーターとし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り て園に配置している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,024 2,030 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの感染拡大により、事業を実施できない月があったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 791 38.97
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 27,776 487 27,659 99.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染拡大により、事業を実施 ●不要

できない月があったため。

1.72

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大により、事業が実施できな

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 い月があったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.31

人 10万円 2.86 39.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域で子育てを支援支援していくため、現状どおり事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 557 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 市立保育園の地域子育て事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 3.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 27,776 千円 (うち人件費 27,492 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 公立



・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 地域で育児援助を行う仕組みを市が備えることで、子どもを持つ人が安心して子育てできる環境を整備する
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
ファミリーサポートセンターは、子育てを手助けして欲しい者（利用会員）と子育てを手助けしたい者（提 提供会員に対して利用会員の数が多く（1対2）、提供会員を増やす必要がある。そのため、広報、ポスター
供会員）の仲介役となって、会員の育児互助活動が円滑に行われるよう調整し、支援する。 やホームページ等による募集や会員募集の説明会等を積極的に行う。
平成25年度から提案型公共サービス民営化制度で採用された事業者に運営を委託し、「利用会員の子どもの 当該年度 提供会員のつどいを定期的に開催し、提供会員の交流と学習会を行う。
年齢を18歳までに拡大」「近隣市町からの会員受け入れ」「障害児の援助活動の受け入れ」「病児病後児の 執行計画 また、提供会員、利用会員、地域の親子の交流を図る取り組みを行う。

(3)事業内容 内　　容 援助活動」「厚生労働省が推奨する9項目24時間以上を満たす提供会員向け講習会の開催」にも取り組み、
より利用しやすく安全に活動できる環境の整備を行った。平成27年度にプロポーザルを実施し平成28年度か
ら30年度の3年間を限度に同事業者に委託。平成30年度に2度目のプロポーザルを実施。平成31年度から33年 提供・両方会員数 想定値 62当該年度
度までの3年間新たな事業者に委託する。 単位 人

活動結果指標 実績値 63

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 提供会員の拡大を図り事業を円滑に推進する。 間接 提供・両方会員数 人 61 62

令和 3年度 提供会員の拡大を図り事業を円滑に推進する。 間接 提供・両方会員数 人 62

令和 4年度 提供会員の拡大を図り事業を円滑に推進する。 間接 提供・両方会員数 人 62

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

運営費委託料（経常費） 11,700 運営費委託料（経常費） 11,700 11,700 運営費委託料（経常費） 11,700 運営費委託料（経常費） 11,700
＊ 【９月補正】

新型コロナウイルス感染拡大防止事業
補助金
・新型コロナウイルスの感染拡大防止 500 499
を図る事業（１施設）
・新型コロナウイルス感染症対策臨時 384 0

実施内容 休業時利用支援補助（６０件）
＊ 【１２月補正】

(8)施行事項
費　　用 ・新型コロナウイルスの感染拡大防止 500 499

を図る事業（１施設）

予算(決算)額 合　　計 11,700 合　　計 13,084 12,698 合　　計 11,700 合　　計 11,700
国庫支出金 補助率 33 ％ 3,900 補助率 33 ％ 2,948 2,819 補助率 33 ％ 2,320 補助率 33 ％ 2,320
県支出金 補助率 33 ％ 3,900 補助率 33 ％ 2,448 2,819 補助率 33 ％ 2,320 補助率 33 ％ 2,320
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,900 7,688 7,060 7,060 7,060

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 2 2
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 17,400 17,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,460 14,824 14,438 29,100 29,100
(11)単位費用

62.6千円／人 239.1千円／人 229.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化により近所に親戚がいない、身近に頼れる人がいないなど、地域の子育て機能が低下していることから、共働き ●①事前確認での想定どおり
家庭を中心にファミリーサポートセンターの利用者数は微増している。子ども子育て支援交付金の対象事業となっており ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、今後も事業を実施していく必要がある。また障害児や病児病後児についても、日頃から子どもと親しみのある地域の人 ○要
   背景は？(事業の必要性) による預かりや送迎を依頼できる体制を整備することは重要であるため、引き続き対応していく。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ファミリーサポートセンター事業を必要とする会員が多数おり、利用会員の多様なニーズに対応することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事業として実施することで、継続性やサービス水準確保

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の実効性が確保できた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 利用会員はもとより、提供会員についても市民が会員となっ 市民が利用会員・提供会員として登録し、ファミリーサポー ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り て活動している。 トセンターの調整により活動を行った。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
61 62 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ファミリーサポートセンター事業を必要とする会員が多数おり、利用会員の多様
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 63 101.61

なニーズに対応することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,824 △1,364 14,438 97.4
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

人 10万円 0.44 104.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
保護者の就労状況や家庭状況が多様化していることから、必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 560 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ファミリーサポートセンター事業の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 ファミリーサポートセンター事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,440 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,824 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園



幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 子どもが安全に遊べる場を設け、親同士及び子ども同士の交流を図る。
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
市内の就学前の子どもと保護者を対象とした施設を設置。施設には相談員を配置して、遊びのサポートや子 運営の更なる充実のため、新規の講座や活動内容を検討し利用者の増加を図る。
育て講座などを実施する。利用者支援専門員員や、保育課心理相談員、子育て支援センター情報担当と連携 企業や様々な団体と積極的に関わりを持ち、団体や企業と共催で事業を行うことで内容の幅を広げ、利用者
して、子育て相談や、子育て情報の提供を行っている。 当該年度 の多様なニーズに応える。利用者支援専門員を配置し、地域の様々なサービスや情報の提供、相談を行い、
絵本や遊具、畳のスペースを備え親子が安心して安全に遊べる場を提供するとともに、親同士が子育てにつ 執行計画 利用者のニーズに沿った子育て支援を行う。

(3)事業内容 内　　容 いての情報交換が出来るよう配慮し、子育ての楽しさを味わえるようにしている。また、家族全体で育児を 令和２年度から、にこにこ広場・すくすく広場は月～土曜日、わくわく広場・すこやか広場は月・火・木・
楽しめるような講座を実施し、父親の育児参加を促していく。 金曜日が開館日になり、開館時間は４広場共に１０時から１６時までに変更になる。
公園や公共施設に施設の相談員等が出向き、子どもや親同士の交流を支援する出前保育を実施する。 利用者数 想定値 55,000当該年度
施設の設置場所は、我孫子地区に市内の子育て支援施設の拠点となる「にこにこ広場」、天王台地区に「す 単位 人

活動結果指標 実績値 12,899くすく広場」、湖北台地区に「わくわく広場」、布佐地区に「すこやか広場」

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 講座や行事内容を検討して親子が交流できる場をつくり、利用者数を増やす。 直接 利用者数 人 52,937 55,000

令和 3年度 利用者のニーズを把握し、更なる利用者数を増やす。 直接 利用者数 人 55,000

令和 4年度 利用者のニーズを把握し、更なる利用者数を増やす。 直接 利用者数 人 55,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等　２号１６人 37,205 パート会計年度（子育て支援）１５人 44,278 31,743 パート会計年度（子育て支援）１５人 44,278 パート会計年度（子育て支援）１５人 44,278
臨時職員賃金等　２人 3,906 子育て支援拠点４ヶ所運営費 17,899 16,631 子育て支援拠点4ヵ所運営費 17,899 子育て支援拠点4ヵ所運営費 17,899
子育て支援拠点４ヶ所運営費 17,666 enjoyパパ応援プロジェクト enjoyパパ応援プロジェクト enjoyパパ応援プロジェクト
【９月補正】 講師報償費 150 0 講師報償費 150 講師報償費 150
臨時職員賃金等（育休延長対応分） 529 消耗品費 36 0 消耗品費 36 消耗品費 36

【９月補正１２月補正】
＊ 新型コロナウイルス感染拡大防止用 4,000 2,901

実施内容 消耗品（４施設）

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 59,306 合　　計 66,363 51,275 合　　計 62,363 合　　計 62,363
国庫支出金 補助率 33 ％ 12,380 補助率 33 ％ 14,686 11,909 補助率 33 ％ 12,686 補助率 33 ％ 12,686
県支出金 補助率 33 ％ 12,380 補助率 33 ％ 12,686 9,978 補助率 33 ％ 12,686 補助率 33 ％ 12,686
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34,439 38,879 29,388 36,879 36,879

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 107 □特会 ■受益 □基金 □その他 112 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 112 □特会 ■受益 □基金 □その他 112
換算人数(人) 2.05 2.63 2.63 2.05 2.05
正職員人件費 18,040 22,881 22,881 17,835 17,835

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 37,205 0 0 44,630 44,630
臨時職員賃金額 3,906 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 77,346 89,244 74,156 80,198 80,198
(11)単位費用

1.55千円／人 1.62千円／人 5.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「雨の日に子どもの遊べる場所がない」「自由に気軽に親子で遊び、子ども同士、親同士の交流ができる場がほしい」と ○①事前確認での想定どおり
いう市民の声に応える必要がある。また、地域の子育て機能の低下や若い子育て世代が気軽に子育ての相談ができる場と ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ して、地域の中に設置していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 第４次健康福祉総合計画および子ども総合計画に位置づけされた事業。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和２年３月から７月まで全施設を臨時休館としたため、利用者数が大
幅に減少した。また、すくすく広場は換気ができない施設だったため、年度内休館とした。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が先導し、拠点となって事業を進めることで、子育て支援

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施設間だけでなく、保育園（私立・公立）や庁内の他課、民
□その他 　促進された 間企業や団体、ボランティア等と連携して地域全体で子育て

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 支援を実施することができた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティア登録制度を設け、登録した市民に必要に応じて 民間企業や市民団体との共催イベントの実施。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 講座の講師を依頼している。 ・市民ボランティアによる講座。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 子育てサポーター養成講座を受講した、市認定の子育てサポ ・地区社協や学生との世代間交流。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ーターが、市民活動団体を立ち上げ市との共催事業を行うな ・我孫子市歯科医師会の歯科講習会。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ど、市民の力を活かしている。 ・市民団体「スマイルママ」と共催の、短時間託児。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 ・市民団体「HAPPYタイムの会」と共催の、交流会。 新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、集客をする

イベントや講座の実施ができなかった。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
52,937 55,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、臨時休館したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12,899 23.45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 89,244 △11,898 74,156 83.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

臨時休館をしたため。

△15.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 61.63

人 10万円 17.39 28.22

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルスの影響で休館したため、利用者数は減少したが、動画配信など新たな試みもできた。公立の施設が２施設閉館するが、私立
保育園でも子育て支援センターが新設されるので、地域で連携を図りながら、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 561 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子どもの遊び場・親子の交流の場事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 子育て支援拠点事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.63 人）
(1)事業概要

(当　初) 85,244 千円 (うち人件費 22,881 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 89,244 千円 (うち人件費 22,881 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・



団体と 多様化する社会環境の中で一時的な保育を必要とする児童への保育を確保すると共に、保護者の精神的、肉
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 体的負担を軽減し、健全な子育て環境を維持する。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
　一時預かり事業とは、日常生活上の突発的な事情や社会参加などにより一時的に家庭での保育が困難にな 【一般型：実施園】
る場合、また育児疲れによる保護者の心理的身体的負担を軽減するため保育所、幼稚園、認定こども園等に 〇公立保育園：つくし野保育園
おいて、児童を一時的に預かる事業である。実施方法として、一般型、幼稚園型等がある。 当該年度 〇私立保育園：柏鳳保育園／恵愛こども園/川村学園女子大学附属保育園/アンジェリカ保育園/禮和保育園/
　一般型とは、保護者の就労や傷病、出産、冠婚葬祭、私的理由等により一時的に家庭保育が困難となる児 執行計画 ぽけっとランドあびこ保育園/天王台ななほ保育園

(3)事業内容 内　　容 童を預かり保育する制度である。 【幼稚園型：実施園】認定こども園：布佐宝保育園
　幼稚園型とは、一時的に家庭保育が困難となる認定こども園等に在籍する満３歳児以上の幼児(教育標準
時間認定１号認定の子ども)を、教育時間の前後又は長期休園期間中に一時的に預かる制度である。 一時預かり保育利用希望者の利用率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 一時預かり保育利用希望者の利用率 ％ 100 100

令和 3年度 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 一時預かり保育利用希望者の利用率 ％ 100

令和 4年度 本事業の機能及び利用者の形態を把握し、保護者のニーズ、子育てのしやすい環境整備をする。 間接 一時預かり保育利用希望者の利用率 ％ 100

利用しやすい情報提供が必要となるため、一時預かり連絡会議の中で利用しやすい仕組みを検討していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時保育士賃金２人分 4,389 会計年度任用職員人件費 3,117 2,873 会計年度任用職員人件費（フルタ 3,117 会計年度任用職員人件費（フルタ 3,117
臨時保育士社会保険料２人分 678 １人分 イム）１人分 イム）１人分
臨時保育士雇用保険料２人分 16 一時預かり事業補助金（一般型）私立 11,852 11,495 一時預かり事業補助金（一般型）私立 11,852 一時預かり事業補助金（一般型）私立 11,852
一時預かり事業補助金（一般型）私立７ 11,760 ７園分 ７園分 ７園分
一時預かり事業補助金（幼稚園型）1園 1,453 一時預かり事業補助金（幼稚園型）３ 2,621 774 一時預かり事業補助金（幼稚園型）３ 2,621 一時預かり事業補助金（幼稚園型）３ 2,621

園分（市外園含む） 園分 園分
＊ 【９月補正・１２月補正】

実施内容 一時預かり事業補助金
・新型コロナウイルスの感染拡大防止 7,000 5,649

(8)施行事項
費　　用 を図る事業（一般型）７園分

・新型コロナウイルスの感染拡大防止 1,000 0
を図る事業（幼稚園型）１園分
【３月補正】
一時預かり事業補助金補正 3,357 0

予算(決算)額 合　　計 18,296 合　　計 28,947 20,791 合　　計 17,590 合　　計 17,590
国庫支出金 補助率 33 ％ 4,964 補助率 33 ％ 9,912 7,306 補助率 33 ％ 5,412 補助率 0 ％ 5,412
県支出金 補助率 33 ％ 4,964 補助率 33 ％ 5,412 7,293 補助率 33 ％ 5,412 補助率 0 ％ 5,412
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,011 12,551 6,192 5,694 5,694

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,357 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,072 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,072 □特会 □受益 □基金 □その他 1,072
換算人数(人) 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2
正職員人件費 10,560 10,440 10,440 10,440 10,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 5,459 0 0 4,998 4,998

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,856 39,387 31,231 28,030 28,030
(11)単位費用

288.56千円／人 393.87千円／％ 312.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の就労形態の多様化により一時的に家庭での保育が困難となる機会が増えている。また核家族の進行や地域のつな ●①事前確認での想定どおり
がりの希薄化により育児疲れによる保護者の心理的・身体的な負担が大きくなっている。これらに対応するためは、保育 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 園等において児童を一時的に預かり、保護者の負担を軽減する事業は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

就労・出産・看護・育児リフレッシュ等により子どもを一時的に預ける必要がある保護者のニーズに対応できたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市立つくし野保育園で一時預かり事業を実施し、私立保育園

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ７園に補助金の交付を行った。また、預かり連絡会議を書面
□その他 　促進された で行い、各園の共通認識を図り、一定のサービス水準の確保

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した に努めた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

就労・出産・看護・育児リフレッシュ等により子どもを一時的に預ける必要があ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

る保護者のニーズに対応できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 39,387 △10,531 31,231 79.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が少なかったことにより、私立園に交付する補助金が減少した。
（年間延べ利用者数に応じて補助額が変わる仕組み）

△36.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が少なかったことにより、私立園に交付する補助

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 金が減少した。（年間延べ利用者数に応じて補助額が変

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25 わる仕組み）

％ 10万円 0.32 128

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
就労形態の多様化や子育ての負担軽減を図るため、地域において一時的に子どもを預かる重要な事業であるため、引き続き現状どおり推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 563 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 一時預かり事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 28,030 千円 (うち人件費 10,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 39,387 千円 (うち人件費 10,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる



族化により園児が3世代の交流を経験することが減っている中、高齢者福祉施設との相互交流
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 や地域のお年寄りとの交流を通じて世代間のふれあい活動を行う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
高齢者福祉施設（ケアプラザ寿、和楽園、デイサービスすぱいす、根戸デイサービス）への訪問、保育園に 高齢者福祉施設のお年寄りとの交流
高齢者を招待し、交流を行う。また、地域の高齢者や自治会を保育園行事に招待し園児との交流を図る。 ・寿保育園：ケアプラザ寿　・湖北台保育園：和楽園、デイサービスすぱいす

当該年度 ・つくし野保育園：根戸デイサービスセンター
執行計画 ・私立保育園においても、地域の高齢者や近隣の自治会、老人会等との交流を図っていく。

(3)事業内容 内　　容

高齢者参加人数 想定値 490当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 13

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者施設との交流会を中心とした活動を通して、園児と高齢者のふれあいを推進する。 間接 高齢者参加人数 人 485 490

令和 3年度 自治会のお年寄りなど地域の方とのふれあい活動も増やしていくことで、園児とお年寄りのふれあいを推進する。 間接 高齢者参加人数 人 495

令和 4年度 地域のお年寄りと定期的にふれあい活動を実施し、世代間交流を推進する。 間接 高齢者参加人数 人 500

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

交流先と保育園との調整 0 交流先と保育園との調整 0 0 交流先と保育園との調整 0 交流先と保育園との調整 0
保育園地域活動事業 0 保育園地域活動事業 0 0 保育園地域活動事業 0 保育園地域活動事業 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6
正職員人件費 14,080 13,920 13,920 13,920 13,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,080 13,920 13,920 13,920 13,920
(11)単位費用

28.73千円／人 28.41千円／人 1,070.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市化や核家族化により子ども達が高齢者と交流する機会が減少している。このため、地域の高齢者とのふれあいを通じ ●①事前確認での想定どおり
て世代間の交流を図ることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

都市化や核家族化により、子ども達が高齢者と交流する機会が減少しているため、地域の高齢者と触れ合う世代間の交流
が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公立保育園が主導して実施することで、私立園での事業実施

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を促進することができる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 高齢者施設と連携し、実施している。 高齢者施設と連携し、事業を実施している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
485 490 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大により、交流の回数が減っため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 2.65
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,920 160 13,920 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染拡大により、交流回数が ●不要

減少したため。

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大により、交流回数が減少し

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.52

人 10万円 0.09 2.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
世代間交流の促進のため、現状どおり事業を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 564 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 世代間交流事業の促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,920 千円 (うち人件費 13,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 都市化、核家



、多様な保育ニーズを踏 児童福祉法に規定する、保育を必要とする児童の保育を実施し、保育所保育指針に基づき児童の健全な育成
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 を行う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
市立保育園（つくし野・寿・湖北台）において保育を実施する。 ・通年：保育園の管理運営。支給認定事務、入園にかかる利用調整。
入園児童にかかる保育業務　(入園事務、保育料の決定・徴収、保育園の管理・運営・指導・保育・栄養・ 　　　　臨床心理士による巡回及び保護者に対する相談支援。
保健指導、一時的保育等)を行う。 当該年度
臨時職員や人材派遣を活用し保育を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 臨床心理士による気になる子の早期発見、保護者に対する相談対応等を行う。

市立保育園入園数（定員３９０人） 想定値 390当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 337

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 100 100

令和 3年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 100

令和 4年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続する。 直接 保育を必要とする児童の入園率 % 100

保育士の確保が難しい状況にある。このため、広報あびこやハローワークを活用し潜在保育士の発掘していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬費（嘱託報酬２号、３号各３人） 16,232 パ会計年度92人(事務補助3看護師1他88) 64,257 58,941 パ会計年度92人(事務補助3看護師1他88) 64,257 パ会計年度92人(事務補助3看護師1他88) 64,257
共済費 19,811 フル会計年度35人(保育士35) 108,721 74,193 フル会計年度35人(保育士35) 108,721 フル会計年度35人(保育士35) 108,721
旅費 529 パ(技)会計年度27人(給食4給補20用務3) 34,450 17,646 パ(技)会計年度27人(給食4給補20用務3) 34,450 パ(技)会計年度27人(給食4給補20用務3) 34,450
賃金 158,954 旅費(一般事務費分) 136 6 旅費(一般事務費分) 136 旅費(一般事務費分) 136
需用費 56,105 需用費（光熱費△7千円流用） 59,314 45,505 需用費 59,314 需用費 59,314
役務費 2,887 役務費（通信費7千円流用） 2,851 1,917 役務費 2,851 役務費 2,851
委託料 15,432 委託料（通信費7千円流用・1,012千円 15,942 5,528 委託料 15,942 委託料 15,942

実施内容 使用料及び賃貸料 2,115 使用料及び賃貸料（賃貸料1千円予備費 1,581 1,462 使用料及び賃貸料 1,581 使用料及び賃貸料 1,581
原材料費 86 原材料費 86 84 原材料費 86 原材料費 86

(8)施行事項
費　　用 公課費 19 備品購入費 2,268 1,828 備品購入費 2,268 備品購入費 2,268

備品購入費 2,158 工事請負費 2,366 2,358 工事請負費 1,500 工事請負費 1,500
工事請負費 3,919 負担金補助及び交付金 233 156 負担金補助及び交付金 233 負担金補助及び交付金 233
負担金補助及び交付金 252 報償費 100 55 報償費 100 報償費 100
報償費 100 公課費 9 9 公課費 9 公課費 9
報酬費（嘱託医、嘱託歯科医各３人） 540 報酬費（嘱託医・歯科医） 540 540 報酬費（嘱託医・歯科医） 540 報酬費（嘱託医・歯科医） 540
【予備費充用】 【9月補正】パ会計年度 保育士6人分 1,556
臨時職員社会保険料 469 【9月補正】フル会計年度 保育士6人分 △20,268
備品購入費・システム改修委託料 8,406 ＊ 【9月補正】需用費（消耗品新型コロナ 10,000 9,492
【９月補正】 【12月補正】委託料（保育士派遣） △7,570
臨時職員賃金等 2,083 【3月補正】（報酬費、需用費等） △49,000

予算(決算)額 合　　計 290,097 合　　計 227,572 219,720 合　　計 291,988 合　　計 291,988
国庫支出金 補助率 75 ％ 10,539 補助率 50 ％ 50 27 補助率 50 ％ 50 補助率 50 ％ 50
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 9,492 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 186,830 168,472 156,111 232,888 232,888

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 92,728 □特会 ■受益 □基金 □その他 59,050 54,090 □特会 ■受益 □基金 □その他 59,050 □特会 ■受益 □基金 □その他 59,050
換算人数(人) 57.19 57.29 57.29 57.19 57.19
正職員人件費 503,272 498,423 498,423 497,553 497,553

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 19,626 0 0 18,633 18,633
臨時職員賃金額 176,309 0 0 184,689 184,689

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 793,369 725,995 718,143 789,541 789,541
(11)単位費用

2,034.28千円／人 1,861.53千円／人 2,130.99
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々、就学児前児童数は減少し、今後も減少していく状況にある。しかし、潜在的な保育ニーズを含めて増加する傾向に ●①事前確認での想定どおり
ある。このため、保育ニーズに確実に対応していくためには公立保育園の運営は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

年々、就学児前児童数は減少し、今後も減少していく状況にある。しかし、潜在的な保育ニーズを含めて増加する傾向に
ある。このため、保育ニーズに確実に対応していくためには公立保育園の運営は必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施・提供することにより、良質で安定したサービスが

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 保証される。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 園児の保護者が事業に参画している。 園児の保護者が事業に参画している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定どおり。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 725,995 67,374 718,143 98.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

% 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
潜在的な保育ニーズを含め、増加する保育ニーズに確実に対応していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 567 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 市立保育園運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 57.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 791,277 千円 (うち人件費 498,423 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 725,995 千円 (うち人件費 498,423 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第子ども総合計画・健康福祉総

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに



に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の経済的な負担を軽減するとともに、就労支援などの多様なニーズに
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 応えていくための施策のひとつとして、各種補助金等を交付する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の負担を軽減するため、各種補助金等を交付する。 各種補助金等の交付予定時期について、１．施設等利用費は、4半期ごと（4月、7月、10月、1月）に給付を
１．施設等利用費は、子ども・子育て支援法第30条の11の規定により、特定子ども・子育て支援施設等であ 行い、令和３年３月に精算を予定、２．実費徴収補足給付事業補助金（幼稚園の副食材料費分）は、4月～8
る幼稚園や認定こども園等において教育又は保育を受けたとき、給付認定保護者に対し、当該特定子ども・ 当該年度 月分の申請を9月上旬に行い、9月下旬に交付予定、9月～3月分の申請を令和3年4月上旬に行い、4月下旬に
子育て支援に要した費用について給付するものである。 執行計画 交付を予定している。

(3)事業内容 内　　容 ２．実費徴収補足給付事業補助金は、低所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育又は特定
子ども・子育て支援を受けた場合において支払うべき実費徴収に係る費用を保護者に対して支給するもので
ある。 施設等利用費の給付率 想定値 100当該年度
・補助対象費用　（１）教育・保育給付認定保護者に対する日用品・文房具等に要する費用 単位 %

活動結果指標 実績値 100　　　　　　　　（２）施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100 100

令和 3年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100

令和 4年度 施設等利用給付の該当者すべてに施設等利用費を適正に給付する。 直接 施設等利用費の給付率（適正に給付した人数/給付対象者数×100%） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

預かり保育補助金（通常月・長期休業 10,717 普通旅費 4 4 普通旅費 4 普通旅費 4
分　８園 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 246,720 197,684 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 246,720 施設等利用費(幼稚園・保育料分) 197,376
預かり保育料助成金 5,809 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 11,340 3,294 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 11,340 施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) 9,072

＊ 預かり保育補助金（通常月・長期休業 3,188 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 4,320 1,501 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 4,320 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 3,456
分）２園（Ｈ３１新制度移行園） ・副食材料費分） ・副食材料費分） ・副食材料費分）
・わだ幼稚園(認定こども園） 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30 0 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30 実費徴収に係る補足給付事業（幼稚園 30
・湖北白ばら幼稚園（施設型給付園） 型認定こども園・教材費） 型認定こども園・教材費） 型認定こども園・教材費）

実施内容 【９月補正】 ＊ 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】 【認定こども園　湖北白ばら幼稚園】
＊ 施設等利用給付（幼稚園預かり保育） 6,804 ＊ ・実費徴収に係る補足給付事業 30 0 ・実費徴収に係る補足給付事業 30 ・実費徴収に係る補足給付事業 30

(8)施行事項
費　　用 　（教材費・行事費等） （教材費・行事費等） （教材費・行事費等）

【３月補正】 ＊ 【認定こども園　若草幼稚園】 30
施設等利用費（幼稚園・保育料分） △48,479 ＊ ・実費徴収に係る補足給付事業
施設等利用費(幼稚園・預かり保育分) △7,794 （教材費・行事費等）
実費徴収に係る補足給付事業（幼稚 △2,547
園・副食材料費分）

予算(決算)額 合　　計 26,518 合　　計 203,624 202,483 合　　計 262,444 合　　計 209,998
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,402 補助率 42 ％ 101,504 101,492 補助率 42 ％ 130,480 補助率 42 ％ 104,384
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 29 ％ 51,057 51,041 補助率 29 ％ 65,965 補助率 29 ％ 52,780
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,714 51,063 49,950 65,999 52,834

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,402 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68
正職員人件費 5,984 5,916 5,916 5,916 5,916

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 32,502 209,540 208,399 268,360 215,914
(11)単位費用

0.75千円／人 2,095.4千円／% 2,083.99
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の就労形態の多様化や大型マンションの建設・大規模開発など社会の変化により核家族の進行や共働き世帯の増加 ●①事前確認での想定どおり
で、近隣の人間関係も希薄になり、気軽に子どもを預かられるところがない。また、幼児教育・保育の無償化により、幼 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 稚園の利用料及び預かり保育料が無償化の対象となったことにより、幼稚園ニーズの高まりが予想され、それぞれの世帯 ○要
   背景は？(事業の必要性) の状況に応じた支援を行っていく必要があるため、事業の必要性は高いといえる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童の保護者に経済的な支援を行うことで、幼児教育の機会を提供できたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 施設等利用給付認定を受けた園児の保護者に対して、施設等

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 利用費の支給及び課税基準等を満たした方へ副食費の補足給
□その他 　促進された 付を行った。社会状況が目まぐるしく変化していく中で、市

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 主導で事業を行うことにより、保護者の世帯の状況に合わせ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された た支援を行う事ができた。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保護者への連絡をこまめに行い、事務を適切に行ったことにより、目標を達成す
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 209,540 △177,038 208,399 99.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△544.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

% 10万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
幼稚園・認定こども園に通園する園児の保護者の経済的な負担軽減と幼児教育に機会を提供するため、重要な事業である。社会の状況が目まぐ
るしく変化していく中で、幼児教育の質を確保するため、現状通り事業を推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 568 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 幼稚園における子育て支援事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 268,360 千円 (うち人件費 5,916 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 209,540 千円 (うち人件費 5,916 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的



ーズを踏 産後休業明けや育児休業明け等に伴う年度途中の需要に対応するために、乳幼児受入れのための条件整備を
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 図り、保育を必要とする乳幼児の福祉の向上を図ることを目的とする。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
産休育休取得者が円滑に職場復帰ができるよう出生前から入園申込を受付け、計画的に乳幼児が入園できる 〇　産休育休明け入園申込及び入園受理・予約園の通知（随時）
よう保育園と調整する。入園前に乳幼児の負担を軽減するための慣らし保育を実施する。私立保育園につい ・　年度内入園希望は随時、翌年度４月入園は３月上旬に通知。
ては、本事業の安定した運営のため補助金を交付する。 当該年度 〇　産休育休明け予約事業実施園と入園調整（通年）及び補助金交付
〇　産後休業明け保育 執行計画 2020年5月：補助金交付申請

(3)事業内容 内　　容 ・公立：寿、湖北台　私立：恵愛こども園、慈紘、聖華みどり、つばめ、ぽけっとランドあびこ、ミルキー 2021年4月：補助金実績報告　
ホーム天王台園
〇　育児休業明け保育 入園予約児童数(年） 想定値 100当該年度
・公立：市内全保育園　・私立：恵愛こども園、慈紘、柏鳳、天王台双葉、川村学園女子大学附属、禮和、 単位 人

活動結果指標 実績値 72あびこ菜の花、聖華みどり、東あびこ聖華、布佐宝、根戸、つばめ、あびこ若松、湖北、双葉

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 100 100

令和 3年度 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 100

令和 4年度 入園予約児童全てを職場復帰前にならし保育を実施し、全ての児童に対して入園を可能とする。 直接 入園予約児童数に対する入園実施割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

私立保育園運営費補助金 12,352 私立保育園運営費補助金 13,475 13,475 私立保育園運営費補助金 12,352 私立保育園運営費補助金 12,352

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,352 合　　計 13,475 13,475 合　　計 12,352 合　　計 12,352
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,352 13,475 13,475 12,352 12,352

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,915 3,915 3,915 3,915

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,312 17,390 17,390 16,267 16,267
(11)単位費用

163.12千円／人 173.9千円／人 241.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化の急速な進行による労働人口の減少は、社会経済に深刻な影響を与えている。このため、就労と出産・子育ての選 ●①事前確認での想定どおり
択構造を解消し、生活と仕事のバランスを実現することが不可欠となっている。また、企業等の育児休業制度が充実し、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 産休・育休取得者が増え、年度途中入園希望も増加している。産休・育休明けの入園予約を受けることにより、円滑な職 ○要
   背景は？(事業の必要性) 場復帰、保護者の入園待機に対する不安軽減を図ることができることから本事業は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

想定どおり事業を実施できたことにより、保護者の不安軽減を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 当初想定どおりであった。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 私立保育園が自主的に産休明け事業を実施している。 私立保育園等と協議して定めた補助金交付要綱に基づき、補 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 助金を交付した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定どおり事業を実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,390 △1,078 17,390 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初想定より施設における補助事業の実施が多かった。

△6.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.58

％ 10万円 0.58 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
就労している保護者は職場復帰する際の保育園入園に不安を抱えている。その不安を解消し円滑な職場復帰を支援するための事業であるため、
今後も現状どおり推進していくこととする。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 570 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 産休・育休予約事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,267 千円 (うち人件費 3,915 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 17,390 千円 (うち人件費 3,915 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育ニ



ニーズを踏 子育てと就労の両立を図るため、急性期は過ぎたが病気回復期に至らないまたは病気回復期の子どもを預か
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 る施設を必要としている市民が、安心して子育てできる環境を整備する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
病気回復期に至らない、または病気回復期の児童が集団保育できない状態にあり、保護者の勤務の都合等に 平和台病院に併設されている病後児保育施設こどもデイールームみらい（定員３人）および名戸ヶ谷あびこ
より家庭における保育が困難な状況にある時、保護者に代わって一時的に保育を実施する。 病院に併設される病児・病後児保育施設たんぽぽルーム（定員６人）に事業を委託して実施する。
平成１３年度２月から「医療法人社団創造会」に委託（平和台病院併設こどもデイルームみらい） 当該年度 保育時間は、月～土曜日の７時～１９時。
平成２０年度国の要綱改正により対象児童を小学校３年生まで拡大。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 平成２４年度１１月から（開設は１２月から）「医療法人社団蛍水会」に委託（名戸ヶ谷あびこ病院内たん
ぽぽルーム）
平成２５年度１０月からファミリーサポートセンター事業において病児・病後児の援助活動を開始したため 延べ利用人数 想定値 306当該年度
、送迎サービス等を連携させながら実施 単位 人

活動結果指標 実績値 25平成２８年度から国の要綱改正により対象児童を小学校６年生までに拡大。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 病児保育を希望する利用者全てを受入れる体制にする。 直接 利用者数 人 264 306
（目標値にはファミリーサポートセンター事業で実施している病児・病後児援助活動分を含む）

令和 3年度 病児保育を希望する利用者全てを受入れる体制にする。 直接 利用者数 人 300
（目標値にはファミリーサポートセンター事業で実施している病児・病後児援助活動分を含む）

令和 4年度 病児保育を希望する利用者全てを受入れる体制にする。 直接 利用者数 人 293
（目標値にはファミリーサポートセンター事業で実施している病児・病後児援助活動分を含む）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

病後児保育事業委託料（こどもデイル 4,000 病後児保育事業委託料（こどもデイル 4,000 4,000 病後児保育事業委託料（こどもデイル 4,000 病後児保育事業委託料（こどもデイル 4,000
ームみらい） ームみらい） ームみらい） ームみらい）
病児・病後児保育事業委託料（たんぽ 7,250 病児・病後児保育事業委託料（たんぽ 7,250 7,250 病児・病後児保育事業委託料（たんぽ 7,250 病児・病後児保育事業委託料（たんぽ 7,250
ぽルーム） ぽルーム） ぽルーム） ぽルーム）

【９月補正】 利用申請書印刷製本費（３～４年に 81
＊ 新型コロナウイルス感染症拡大防事業 1,000 238 １回）

補助金（２施設）
実施内容 【１２月補正】

新型コロナウイルス感染症拡大防事業 1,000 0
(8)施行事項

費　　用 補助金（２施設）

予算(決算)額 合　　計 11,250 合　　計 13,250 11,488 合　　計 11,331 合　　計 11,250
国庫支出金 補助率 33 ％ 3,593 補助率 33 ％ 4,657 2,478 補助率 33 ％ 3,657 補助率 33 ％ 3,657
県支出金 補助率 33 ％ 3,593 補助率 33 ％ 3,657 2,716 補助率 33 ％ 3,657 補助率 33 ％ 3,657
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,064 4,936 6,294 4,017 3,936

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,175 2,175 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,450 15,425 13,663 13,506 13,425
(11)単位費用

36.35千円／人 50.41千円／人 546.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

急性期を過ぎたが病気回復期に至らないまたは病気回復期の子どもを預かってくれる施設や制度は限られており、子ども ●①事前確認での想定どおり
を自宅に残して外出することができない家庭の子育てと就労の両立を支援するためには、必要な事業です。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルスの影響で利用者は減少したが、病気回復期に至らない又は病気回復期の子どもを一時的に預かること
ができる施設は限られており、子どもを自宅に残して外出することができない家庭や共働き世帯からの要望に対応するこ

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 病気回復期に至らない又は病気回復期の子どもを一時的に預

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 かる制度の利用ニーズは、決して安定しているとは言えない
□その他 　促進された が、市が委託事業として実施することにより安定的なサービ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ス供給が確保できた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内の医療機関に委託した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民間の病院に委託している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
264 306 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、臨時閉室していたこともあり利用者は
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 8.17

大幅に減少した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,425 △1,975 13,663 88.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のための補助金を交付されたが、想定
よりも支出が少なかったため。

△14.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、臨時閉室して

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 いたこともあり利用者は大幅に減少した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.98

人 10万円 0.18 9.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
病児・病後児保育事業は、育児と就労の両立支援に不可欠な事業であるため、引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 571 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 病児・病後児保育事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,425 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,425 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保育



に整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 市内の私立保育園等及び所管区域外の保育園等での児童の保育の実施に係る最低基準を維持する費用につい
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 て、国の定める保育単価にもとづき給付費（委託料）を支払う。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
児童福祉法第24条の規定により、市内の私立保育園・認定こども園、市内の小規模保育事業所及び市外の私 〇毎月：私立保育園・認定こども園、市内地域型保育事業及び市外の保育施設へ保育に要した費用（給付費
立保育園、地域型保育事業者等に児童の保育を委託する。 ）を公定価格に基づき支払う。
私立保育園については、児童の保育に要する費用について、国が定める児童一人当たりの単価（公定価格） 当該年度 〇３月
に基づき委託料を支払う。また、保育を提供する私立保育園と市との間で委託契約を締結する。 執行計画 ・　給付費（委託費）の清算。

(3)事業内容 内　　容 認定こども園及び地域型保育事業を実施する事業者に対しては、それぞれ施設型給付費及び地域型保育給付
費を支給する。

私立保育園等入園数（定員2,277人） 想定値 2,277当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 2,277

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100
る。

令和 3年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100
る。

令和 4年度 保育を必要とする児童の入園申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロの維持を継続す 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100
る。
低年齢児童の受け入れの推進。私立保育園の理解・協力を促す。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

【委託料】 【委託料】 【委託料】 【委託料】
私立保育園（管内、管外） 1,886,457 私立保育園（管内、管外） 1,922,605 1,959,734 私立保育園（管内、管外） 1,922,605 私立保育園（管内、管外） 1,922,605
公立保育園（管外） 2,150 公立保育園（管外） 2,000 5,327 公立保育園（管外） 2,000 公立保育園（管外） 2,000
【扶助費】 【扶助費】 【扶助費】 【扶助費】
地域型保育事業者（管内、管外） 104,275 施設型給付費（管内、管外） 263,124 299,604 施設型給付費（管内、管外） 263,124 施設型給付費（管内、管外） 263,124
認定こども園（管内、管外） 294,212 地域型保育給付費（管内、管外） 134,045 133,509 地域型保育給付費（管内、管外） 134,045 地域型保育給付費（管内、管外） 134,045
保育手当 30 施設等利用費（認可外） 8,880 施設等利用費（認可外） 8,880 施設等利用費（認可外） 8,880

実施内容 保育手当 30 保育手当 30 保育手当 30
【12月補正】

(8)施行事項
費　　用 私立保育園（管内、管外） 136,327

施設型給付費（管内、管外） 27,483
【3月補正】
私立保育園（管内、管外） △35,000
公立保育園（管外） 5,000
施設型給付費（管内、管外） △14,754
地域型保育給付費（管内、管外） 20,000

予算(決算)額 合　　計 2,287,124 合　　計 2,469,740 2,398,174 合　　計 2,330,684 合　　計 2,330,684
国庫支出金 補助率 50 ％ 772,584 補助率 50 ％ 1,164,671 1,236,450 補助率 50 ％ 1,093,139 補助率 50 ％ 1,093,139
県支出金 補助率 25 ％ 389,525 補助率 25 ％ 503,044 532,364 補助率 25 ％ 494,536 補助率 25 ％ 494,536
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 666,153 562,276 355,079 473,049 473,049

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 458,862 □特会 ■受益 □基金 □その他 239,749 274,281 □特会 ■受益 □基金 □その他 269,960 □特会 ■受益 □基金 □その他 269,960
換算人数(人) 0.83 0.93 0.93 0.9 0.9
正職員人件費 7,304 8,091 8,091 7,830 7,830

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,294,428 2,477,831 2,406,265 2,338,514 2,338,514
(11)単位費用

1,014.34千円／人 1,088.2千円／人 1,056.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童福祉法において、市は、保護者の労働又は疾病等により児童の保育の必要がある場合、保育園において保育しなけれ ●①事前確認での想定どおり
ばならないと定められている。また、平成２７年４月１日に施行された子ども子育て支援法の施行により、幼児期の学校 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 教育、保育、地域の子ども子育て支援を総合的に推進していくこととなっている。このため、安定した保育を提供するた ○要
   背景は？(事業の必要性) め、児童の保育を市内外の私立保育園や市外公立保育園への委託、地域型保育事業を実施する小規模保育事業所への給付 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

する事業は必要である。 事業委託することで、保育の質を確保することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童福祉法により実施が義務付けられているため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 想定どおり児童の保育を実施できた。

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定どおり児童の保育を実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,477,831 △183,403 2,406,265 97.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定どおり事業を実施できた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

% 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童福祉法第２４条において、保育を必要とする児童については保育園等において保育することとされていることから、今後も現状どおり推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 572 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園・管外保育園への保育実施委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.93 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,338,775 千円 (うち人件費 8,091 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,477,831 千円 (うち人件費 8,091 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的



、多様な保育ニーズを踏 市内の私立保育園事業の健全な運営を図るため児童福祉法第35条第4項の規定により千葉県知事の認可を受
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 け設置された保育施設や小規模保育事業に対して補助金を交付する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
〇　運営費等の補助金 ５月末：補助金交付申請書の提出（私立保育園等から市）。交付決定。
私立保育園・認定こども園(千葉県知事の認可を得て設置されている児童福祉法第39条第1項に規定する保育 ６月：第１回概算払い　１２月：第２回概算払い
施設)や小規模保育事業（市の認可を得て実施される事業）における通常保育事業及び延長保育事業等の事 当該年度 ３月：補助金変更交付申請書の提出（私立保育園等から市）。変更交付決定。
業の健全な運営を維持するとともに待機児童ゼロを継続するため、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地 執行計画 ３月末：変更交付決定に伴う概算払い。補助事業完了確認。

(3)事業内容 内　　容 域型保育事業者補助金交付要綱に基づき補助する。 ４月：補助金実績報告書の提出（私立保育園等から市）。
〇　実費徴収補足給付事業補助金　 ５月：補助金交付額の確定・精算。
認定こども園や保育園等を利用している生活保護世帯等を対象として、教育・保育において使用する日用品 私立保育園等入園数（定員：2,277人） 想定値 2,277当該年度
、文房具等に要する費用又は園の行事への参加に要する費用について、その全部又は一部を補助する。 単位 人

活動結果指標 実績値 2,277

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100

令和 3年度 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100

令和 4年度 保育を必要とする児童の申込に対し、民間保育園の協力を得て、全ての児童を入園可能とし、待機児童ゼロを継続する。 直接 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100

国、県の動向や保育ニーズ、保育園の事業実施状況を踏まえ補助事業の見直しの検討が必要。定期的に私立保育園園長連絡協議
(7)事業実施上の課題と対応 会を開催し課題等について協議していることから同協議会の中で検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

私立保育園等運営費補助金 351,793 特定教育・保育施設及び特定地域型 375,340 286,408 特定教育・保育施設及び特定地域型 375,340 特定教育・保育施設及び特定地域型 375,340
実費徴収補足給付事業補助金 342 保育事業者補助金 保育事業者補助金 保育事業者補助金

実費徴収補足給付事業補助金 450 62 実費徴収補足給付事業補助金 450 実費徴収補足給付事業補助金 450
（教育・保育園・幼保連携型認定 （教育・保育園・幼保連携型認定 （教育・保育園・幼保連携型認定
こども園・小規模） こども園・小規模） こども園・小規模）
【９月補正】

＊ ICT化システム導入・翻訳のための 336 335
実施内容 機器導入事業費補助金

＊ 保育対策総合支援事業費補助金（コロナ 12,000 10,511
(8)施行事項

費　　用 ＊ 子ども・子育て支援交付金（コロナ） 12,000 7,505
＊ 新型コロナウイルス感染症緊急包括 12,000 13,877

支援事業費補助金
＊ 給食費支援事業費補助金（コロナ） 21,600 7,557

【１２月補正】
＊ 新型コロナウイルス感染症緊急包括 12,000

支援事業費補助金（延長分）
【３月補正・３月補正追加】
特定教育・保育施設及び特定地域型 △28,000
保育事業者補助金

＊ 給食費支援事業費補助金（コロナ） △4,830
予算(決算)額 合　　計 352,135 合　　計 412,896 326,255 合　　計 375,790 合　　計 375,790
国庫支出金 補助率 33 ％ 14,485 補助率 44 ％ 61,698 40,316 補助率 44 ％ 16,723 補助率 44 ％ 16,723
県支出金 補助率 33 ％ 77,984 補助率 44 ％ 104,466 78,971 補助率 44 ％ 81,316 補助率 44 ％ 81,316
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 259,666 246,732 206,968 277,751 277,751

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.1 1.1 1.1 1.15 1.15
正職員人件費 9,680 9,570 9,570 10,005 10,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 361,815 422,466 335,825 385,795 385,795
(11)単位費用

159.95千円／人 185.54千円／人 147.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども子育て支援制度の施行に伴い実施した市民ニーズ調査（平成２５年９月）の結果、母親の今後の就労意向を含めた ●①事前確認での想定どおり
保育需要量への対応、就労形態等の多様化による保育ニーズへの対応が求められている。このためには、私立保育園等に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ おける延長保育事業等の実施が不可欠であり、継続的に安定した運営を図るためには補助金交付が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

補助事業を実施することで、保育の質を確保できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 私立保育園等が実施する補助対象事業について、補助金を交

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 付した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 私立保育園等と協議して定めた補助金交付要綱に基づき、補 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 助金を交付した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている その他 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定どおり、事業を実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 422,466 △60,651 335,825 79.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初想定より施設における補助事業の実施が少なかった。

△16.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定より、施設における補助事業の実施が少なかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 た。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円 0.03 150

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
保育の質の向上及び安定した施設運営等のため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 573 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園運営費補助金交付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 385,360 千円 (うち人件費 9,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 422,466 千円 (うち人件費 9,570 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに



もに、多様な保育ニーズを踏 保育に欠ける障害児及び統合保育対象児童の受入れによって、障害児と健常児のふれあいを通じて心身の発
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 達を図る。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
心身に障害を有する児童で、保育に欠ける場合は、療育専門委員会を開き障害児の状態などを話し合い入園 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい児童の障害児保育・統合保育を実施する。
の可否を判定する。集団保育が可能と判断された児童は、児童の状態と保護者の意向を取り入れ、保育園で
の保育を実施する。また、統合保育として、心身に障害を有する児童で、就学前の集団保育を経験すること 当該年度
が望ましい児童についても保育園での保育を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

保育園利用可能者数 想定値 20当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 42

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 42 20

令和 3年度 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 20

令和 4年度 障害児保育のための保育士研修を行い、集団保育が望ましい入園児童の障害児保育・統合保育を実施する。 直接 入園児童数 人 20

障害児保育・統合保育を実施するための保育士の確保が困難になってきている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時職員賃金 13,611 フルタイム会計年度職員7人（保育士7） 20,856 11,870 フルタイム会計年度職員7人（保育士7） 20,856 フルタイム会計年度職員7人（保育士7） 20,856
障害児保育補助金 35,791 障害児保育補助金 57,201 57,201 障害児保育補助金 40,128 障害児保育補助金 40,128
社会保険料（臨時保育士） 2,057
雇用保険料（臨時保育士） 157

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 51,616 合　　計 78,057 69,071 合　　計 60,984 合　　計 60,984
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 33 ％ 11,930 補助率 33 ％ 13,376 2,871 補助率 33 ％ 13,376 補助率 33 ％ 13,376
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 39,686 64,681 66,200 47,608 47,608

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,175 2,175 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 15,825 0 0 20,856 20,856

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 53,816 80,232 71,246 63,159 63,159
(11)単位費用

2,690.8千円／人 4,011.6千円／人 1,696.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

心身に障害を持つ児童の子育ては、保護者の精神的負担もあり、保育ニーズが多い。また気になる子は、他の児童とふれ ●①事前確認での想定どおり
あう機会も少なく、気になる子を集団生活や地域のふれあいによって健やかに育むことが求められている。さらに、近年 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、気になる子（障害児等）が増加傾向にある。このような状況に対応するためには、公立保育園における気になる子の保 ○要
   背景は？(事業の必要性) 育の提供、私立保育園における障害児保育の支援は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子どもの療育という観点から障害児施設ではなく、健常な子どもたちと一緒に集団保育を受けたいという要望に対応する
ことができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 私立保育園等では障害児保育を実施するための保育士を確保

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 することが難しく、市が主体となって実施する必要があるた
□その他 　促進された め、公立保育園、私立保育園において障害児保育を実施した

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された また、私立保育園等に対して障害児保育を実施した場合に対 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 応保育士に対する経費補助に努めた。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 補助内容の決定の際に、私立保育園等と協議している。 私立保育園等と補助内容の決定際協議した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
自然環境と本事業は関連がない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
42 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

障害者手帳等を持っている子ども以外にも、こども発達センター等で療育を受け
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 42 210

ている子の入園が増えているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 80,232 △26,416 71,246 88.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 障害者手帳等を持っている子ども以外にも、こど ●不要

障害者手帳等を持っている子ども以外にも、こども発達センター等で療 も発達センター等で療育を受けている子の入園が
育を受けている子の入園が増えていることに伴い、加配保育士が多く必 増えているため。

△49.09 要となったため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 保育園に入園する障害児（手帳取得児）が少なかったた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

人 10万円 0.06 300

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も子どもの療育という観点から障害児施設ではなく、健常な子どもと一緒に集団保育を受けたいという要望に対応していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 577 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 障害児保育・統合保育事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 63,159 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 80,232 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとと



整備するとともに、多様な保育ニーズを踏 私立幼稚園の運営支援として各種補助金を交付する。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
１．私立幼稚園等補助金は、幼児教育の振興及び充実に資するため、学校教育法に基づき学校法人が設置し 　各補助金の交付予定時期
た市内の私立幼稚園及び我孫子市私立幼稚園協会に対し、心身障害児指導費補助、預かり保育補助、施設修 〇私立幼稚園等補助金：令和２年１２月～令和３年３月に交付予定。　
繕費補助、協会運営費補助等を交付する。 当該年度 〇施設型給付費：毎月支給を予定。　
２．施設型給付費は、子育て支援法第２７条の規定により、特定教育・保育施設である学校法人が設置する 執行計画 〇我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金

(3)事業内容 内　　容 認定こども園や幼稚園に対し施設型給付費を支給する。 　：概算で令和２年６月、１１月に交付予定、令和３年３月に精算を予定。
３．特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金は、学校法人が設置する特定教育・保育施設（認
定こども園・幼稚園事業者）における通常保育事業、障害児保育事業、延長保育事業等の健全な運営を図る 私立幼稚園等補助金、施設型給付費の支給、我孫子市特定教育・保育 想定値 100当該年度
ため、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金交付要綱に基づき補助金を交付する。 施設及び特定地域型保育事業者補助金の交付率 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

令和 3年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

令和 4年度 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者補助金を適正に交付する 直接 私立幼稚園等補助金、施設型給付費、我孫子市特定教育・保育施設及 ％ 100
び特定地域型保育事業者補助金の交付率（適正に交付した金額／申請

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等　２号３人 8,135 会計年度任用職員人件費３人分 7,979 6,963 会計年度任用職員人件費３人分 7,979 会計年度任用職員人件費３人分 7,979
就園奨励費補助金(５園) 104,349 幼稚園システム保守点検業務委託 792 792 幼稚園システム保守点検業務委託 792 幼稚園システム保守点検業務委託 792
園児補助金（５園） 16,720 私立幼稚園等補助金 14,895 7,707 私立幼稚園等補助金 13,376 私立幼稚園等補助金 13,376
私立幼稚園等補助金 3,458 施設型給付費（保育） 121,934 124,977 施設型給付費（保育） 121,934 施設型給付費（保育） 121,934
施設型給付費（教育・保育・補助） 341,114 施設型給付費（教育） 408,608 288,044 施設型給付費（教育） 408,608 施設型給付費（教育） 408,608
特定教育保育施設等保育事業者補助金（ 21,563 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314 27,190 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314 特定教育保育施設等保育事業者補助金 34,314

＊ 施設型給付費（教育・新規・補助） 93,236 ≪認定子ども園　湖北白ばら≫ ≪認定子ども園　湖北白ばら≫ ≪認定子ども園　湖北白ばら≫
実施内容 ・わだ幼稚園・湖北白ばら幼稚園 ＊ 私立幼稚園等補助金 2,257 1,558 私立幼稚園等補助金 2,257 私立幼稚園等補助金 2,257

＊ 施設型給付費（認定こども園わだ幼稚園 16,242 ＊ 施設型給付費（教育） 68,314 72,760 施設型給付費（教育） 68,314 施設型給付費（教育） 68,314
(8)施行事項

費　　用 ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,304 ＊ 施設型給付費（保育） 45,043 38,646 施設型給付費（保育） 45,043 施設型給付費（保育） 45,043
（わだ幼稚園）（一部補助対象） ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784 7,118 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784 特定教育保育施設等保育事業者補助金 5,784

＊ 私立幼稚園等補助金(心身・２園) 600 【９月補正】 ＊ ≪認定こども園　若草幼稚園≫
・わだ幼稚園・湖北白ばら幼稚園 ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 2,500 1,592 ＊ 私立幼稚園等補助金 1,100
【予備費充用】 【１２月補正・３月補正・経常分】 ＊ 施設型給付費（保育） 26,300

＊ 幼稚園無償化システム導入業務委託料 5,720 施設型給付費（教育・保育） 21,994 ＊ 施設型給付費（教育） 61,000
【９月補正】 私立幼稚園等補助金 △6,280 ＊ 特定教育保育施設等保育事業者補助金 7,700

＊ 実費徴収に係る補足給付事業（副食） 3,105 ＊ 【１２月補正・３月補正・政策分】
就園奨励費補助金(５園) △52,174 ＊ 施設型給付費（教育・保育）、事業者 34,890
園児補助金（５園） △8,360 ＊ 補助金

＊ 施設等利用給付（５園） 128,141 ＊ 私立幼稚園等補助金（湖北白ばら） △759
予算(決算)額 合　　計 687,153 合　　計 762,265 577,347 合　　計 708,401 合　　計 804,501
国庫支出金 補助率 54 ％ 187,423 補助率 41 ％ 261,092 256,409 補助率 41 ％ 228,799 補助率 41 ％ 272,848
県支出金 補助率 29 ％ 146,126 補助率 36 ％ 190,491 184,269 補助率 36 ％ 173,250 補助率 36 ％ 195,190
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 313,550 310,682 136,669 306,352 336,463

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 40,054 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.87 0.87 0.87 0.87 0.87
正職員人件費 7,656 7,569 7,569 7,569 7,569

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 8,034 0 0 8,034 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 694,809 769,834 584,916 715,970 812,070
(11)単位費用

6,948.09千円／％ 7,698.34千円／％ 5,849.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化といわれる中で、子どもの豊かな創造性や自主性、社会性をはぐくむ教育を進めるため幼児教育の充実が求められ ●①事前確認での想定どおり
ている。そこで、私立幼稚園の運営を支援をすることが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

幼稚園に対し運営支援することで、教育の質を確保するとともに、児童の保護者に対して経済的な支援を行い、幼児教育
の機会を提供することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 社会状況がめまぐるしく変化する中で、経済的な負担を軽減

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 しつつ、さらなる幼児教育の充実が求められており、市主導
□その他 　促進された で事業を推進する必要がある。就園奨励費補助金は国の補助

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した を受け行い、私立幼稚園等園児補助金は、市の単独事業とし
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された て、幼稚園を投資手保護者に交付した。認定こども園に係る ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された １号認定保護者へは、施設型給付費を支給している。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

幼稚園に対し運営支援することで、教育の質を確保するとともに、児童の保護者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

に対して経済的な支援を行い、幼児教育の機会を提供することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 769,834 △75,025 584,916 75.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初想定より施設における補助事業の実施が少なかったため。

△10.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原

様

因＞
(3)目標値を実

式

現する為に ○②目標値

第

と同程度 人件費や施設

３

型給付費の支給額が当

号

初想定を下回ったた
単

事

位 費用単位 ●①単年度

務

の指標：目標値×費用

事

単位／事業費 対目標値

業

(％) ○要
   投じ

評

る事業費は適正か？ 実

価

績値(h) ○③目標値

表

以下 め。
○②複数年度

（

の指標：(目標値－現

令

況値)×費用単位／事

和

業費 (h/e)×10

 

0 ●不要
   (目標

2

対費用) 0.01
％ 1

年

0万円 0.02 200

度

３．事後評価

●現状ど

）

おり推進 ○拡充 ○縮小

事

○結合 ○休止 ○廃止 ○

業

事業手法見直し ○その

コ

他(事業完了など)

評

ー

　
価

評価コメント 改善

ド

策及び展開方向
幼稚園

5

・認定こども園に通園

9

する園児の保護者の経

2

済的負担軽減と就学前

課

教育を図るため重要な

コ

事業である。また令和

ー

元年度１０月より、幼

ド

児
教育・保育の無償化

1

が実施され、ますます

7

幼稚園・認定こども園

0

へのニーズが高まるこ

3

とが予想され、幼児教

会

育の質を確保するため

計

、現状どお
り推進して

種

いく必要がある。

別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育内容の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立幼稚園の運営支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 717,489 千円 (うち人件費 7,569 千円）⑦事業費
総事業費 523,439 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 769,834 千円 (うち人件費 7,569 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に



する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と ・地域での子育て支援サービス実施機関と連携を図り、乳幼児を子育て中の親の育児不安や孤立化を防ぎ、
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 子育てに喜びや楽しみを感じられるよう、育児相談及び情報提供を行うとともに、必要に応じ援助・斡旋を
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し 行う。
・子育て支援センターの情報コーナーを中核として、すべての子育て支援施設における子育て情報を発信す 〇市ホームページやメール配信、子育てイベントレポート・フェイスブック等を活用、子育て支援ガイドブ
るとともに子育て支援コーディネイト事業を実施する。保育園や幼稚園、市の子育て関係機関や市民子育て ックの作成などにより、子育て支援情報の発信に取り組み、子育て世帯に行き渡るようにする。
サークル・団体との連携・調整を図る。市ホームページ内の「あびこで子育て」やメール配信及び子育て支 当該年度 〇保護者からの相談者に対し、情報を提供、助言及び関係機関との連絡調整等を行う。
援ガイドブックなどにより子育て情報を発信し、市民への周知をはかる。 執行計画 〇「子育てコンシェルジュ便り」を発行する。

(3)事業内容 内　　容 ・利用者支援専門員を保育課・子育て支援センターに配置し、情報の収集及び提供・相談・助言を行う。ま 〇市民子育てサークル・団体との連絡、調整を行い、活動を支援していく。
た、出張相談として、各子育て支援施設（にこにこ広場を除く）に出向き、相談を受ける。

相談件数 想定値 1,570当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 799

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子育て支援サービス内容の情報提供 直接 相談件数 件 1,137 1,570

令和 3年度 子育て支援サービス内容の情報提供 直接 相談件数 件 1,570

令和 4年度 子育て支援サービス内容の情報提供 直接 相談件数 件 1,570

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬等　1号1人 2,292 パート会計年度（子育て支援）１人 3,118 1,951 パート会計年度（子育て支援）１人 3,118 パート会計年度（子育て支援）１人 3,118
嘱託職員報酬等　2号1人 2,695 パート会計年度（事務補助職員）２人 5,653 5,653 パート会計年度（事務補助職員）２人 5,191 パート会計年度（事務補助職員）２人 5,191
需用費（消耗品費） 18 需用費（消耗品費） 18 1 需用費（消耗品費） 18 需用費（消耗品費） 18

通信運搬費 18 18
【流用】
印刷製本費 150 144
【１２月補正】

実施内容 ＊ 新型コロナウイルス感染症包括支援交 1,000 459

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,005 合　　計 9,957 8,226 合　　計 8,327 合　　計 8,327
国庫支出金 補助率 33 ％ 2,960 補助率 33 ％ 2,794 2,616 補助率 33 ％ 2,794 補助率 33 ％ 2,794
県支出金 補助率 33 ％ 2,960 補助率 33 ％ 3,794 3,449 補助率 33 ％ 2,794 補助率 33 ％ 2,794
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △915 3,369 2,161 2,739 2,739

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 0.47 0.47 0.47 0.47
正職員人件費 4,136 4,089 4,089 4,089 4,089

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,896 0 0 8,384 8,384
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,141 14,046 12,315 12,416 12,416
(11)単位費用

8.02千円／件 8.95千円／件 15.41
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・近年の出生率の低下、核家族化や都市化の進展による子育て家庭の孤立、地域社会の子育て機能の低下に伴う育児不安 ●①事前確認での想定どおり
の増大が背景にある。本市において実施した各種調査からも我孫子市が例外ではないことがわかる。特に子育て世帯の半 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 数は転入してからの日が浅く、近所に子育て中の仲間がいないことや身近に子どもの世話を頼める人がいない等の声があ ○要
   背景は？(事業の必要性) り、地域の子育て支援情報の提供を充実させることが必須である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・子育て家庭の相談に応じることで、個別のニーズを把握し、我孫子市内の施設や事業等を円滑に利用できるようにして 新型コロナウイルス感染症拡大により、子育て支援施設が閉館となり施設内での相談業務の実施が困難ではあったが、子
いくことが必要である。 育て支援センター・情報コーナーや電話での相談で対応できた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより、様々な関係期間との連携が取りや

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 すく必要な支援へスムーズにつなげていくことができるため
□その他 　促進された 。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体と連携し、情報の収集を行うと共に、市民への周知 ・子育てサークルや、市民団体、社会福祉協議会等が実施す ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を図る。 る子育てに関するイベント等について、ホームページや市の ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り メール配信サービスに登録している方へ情報提供を行う。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症拡大により、市民団体等の活動が

制限され活動自体の実施が困難だったため。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,137 1,570 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大により、４月～６月まで子育て支援施設が閉館と
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 799 50.89

なり施設での相談業務が困難だったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,046 △4,905 12,315 87.68
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大により、子育て支援施設の閉館及び利用
制限によるため。

△53.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大により、子育て支援施設

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 の閉館及び、利用制限により利用者が減少し、相談件数

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.18 が減少したため。

件 10万円 6.49 58.05

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
妊娠から、子育て家庭までを個々のニーズに寄り添いきめ細かく支援していくため、引き続き事業を推進していく。
地域における、子育て支援のネットワークを基に、より効果的に利用者が必要とする支援につながるよう、関係機関との連絡調整、連携・協働
の体制づくりを推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1348 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育て支援総合コーディネイト 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 子育て支援サービス利用者へのコーディネイトの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,416 千円 (うち人件費 4,089 千円）⑦事業費
総事業費 7,769 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,046 千円 (うち人件費 4,089 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援



育ニーズを踏 多様化する社会環境の中で休日も保育を必要とする児童への保育を確保するとともに、健全な子育て環境を
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 維持する。
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
就労の多様化などを背景に、日曜・祝日に「保育に欠ける児童」の保育需要に対応する。 ファミリーサポートセンター事業を活用して、休日保育事業を事業者に委託して実施する。日曜・祝日に「
平成１８年１０月より、私立恵愛保育園において定員３０人程度で開設。 保育を必要とする児童」の保育需要に対応する。
平成２１年度末で、利用者が少ないことから、恵愛保育園での休日保育事業を廃止する。 当該年度
平成２２年度から、ファミリーサポートセンター事業を活用して、休日保育事業を委託事業として実施して 執行計画

(3)事業内容 内　　容 いる。
平成２７年度から、小学生の休日保育事業を開始。
休日保育を頻繁に利用する人がいる年といない年で延べ利用人数が増減してしまうため、平成３０年度から 実施率（実施件数／申込件数） 想定値 100当該年度
指標を変更した。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多様化する就労形態に対応した保育サービスを提供できる。 間接 実施率（実施件数／申込件数） ％ 100 100

令和 3年度 多様化する就労形態に対応した保育サービスを提供できる。 間接 実施率（実施件数／申込件数） ％ 100

令和 4年度 多様化する就労形態に対応した保育サービスを提供できる。 間接 実施率（実施件数／申込件数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

休日保育事業委託料 3,000 休日保育事業委託料 2,700 1,317 休日保育事業委託料 2,700 休日保育事業委託料 2,700

３月補正　休日保育事業委託料 △900

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,000 合　　計 1,800 1,317 合　　計 2,700 合　　計 2,700
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,600 1,377 1,019 2,277 2,277

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 400 □特会 ■受益 □基金 □その他 423 298 □特会 ■受益 □基金 □その他 423 □特会 ■受益 □基金 □その他 423
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,960 3,915 3,915 3,915 3,915

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,960 5,715 5,232 6,615 6,615
(11)単位費用

69.6千円／人 57.15千円／％ 52.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の就労形態の多様化や社会環境の変化とともに核家族の進行や共稼ぎ世帯の増加で、近隣の人間関係も希薄になり ●①事前確認での想定どおり
、気軽に子どもを預けられるところがないため、休日保育の需要が高まる傾向にある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

働き方の多様化に伴い、休日保育を必要とするニーズに対応することができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 休日保育に対する需要があることから、市が主導となり委託

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 先と連絡及び調整を図りながら事業を実施する必要がある。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ファミリーサポートセンター事業を活用して行う事業のため ファミリーサポートセンターの提供会員である市民が、利用 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、提供会員が保育を実施する。 会員の子どもを預かった。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ファミリーサポートセンターの調整により、すべての利用希望に対応することが
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,715 1,245 5,232 91.55
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.75

％ 10万円 1.91 109.14

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
休日保育に対する需要が充分にあり必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1761 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 休日保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 休日保育事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,615 千円 (うち人件費 3,915 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,715 千円 (うち人件費 3,915 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画・健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保



もに、 児童を放射線から守るため、保育園・幼稚園における放射線量の低減化を図る。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
保育園及び幼稚園において実施している空間放射線量の測定の結果、市が定めた放射線量低減策を実施する 全保育園及び幼稚園等において、２０１９年５月に空間放射線量の測定を実施。測定の結果、市が定めた基
ための基準（空間線量０．２３マイクロシーベルト/時）を超える場合に、園庭表土の削り取り、砂場の砂 準を超える場合は除染対策を実施する。また、保育園で提供する給食の安全を確保また確認するため、給食
の入替え、建物の洗浄等放射線量低減化対策を実施する。さらに、保育園が提供する給食の安全を確保また 当該年度 食材検査を毎週水曜日に実施する。
は確認するため、食材検査を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市が定めた基準を超える園の放射線低減化対策の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 ％ 100 100

令和 3年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 ％ 100

令和 4年度 基準値を超える園の放射線低減化対策を実施する。 直接 基準値を超える園の放射線低減化対策実施率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36 ＊ 市立保育園給食検査食材購入費 36 23
（内訳）120品×300円 （内訳）120品×300円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 36 合　　計 36 23 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36 36 23 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.32 0.32 0 0
正職員人件費 2,816 2,784 2,784 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,852 2,820 2,807 0 0
(11)単位費用

28.52千円／％ 28.2千円／％ 28.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染が市内に影響を及ぼしている。児童の健やかな成長を考えると、児童が受 ●①事前確認での想定どおり
ける放射線量を少しでも低減する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能汚染に対する市民への不安への対応として、放射線量の測定や低減対策、保育
園の安全を確認するための状況提供は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内の公立・私立保育園等、幼稚園の子どもの安全の確保や

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 保護者の放射能汚染に対する不安へ対応するためには市が実
□その他 　促進された 施する必要がある。我孫子市放射能対策総合計画に基づき、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 放射線量の測定・給食食材の検査を実施。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各保育園の協力により、放射線量の測定・給食食材の検査ができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,820 32 2,807 99.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.55

％ 10万円 3.56 100.28

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
継続して数値が基準以下になっているため、事業を縮小し、今後は必要に応じて予算を措置し対応していく。 令和３年度から、必要に応じて個別に対応していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1899 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 保育園・幼稚園の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,820 千円 (うち人件費 2,784 千円）⑦事業費
総事業費 41,023 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 放射能対策総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとと



、多様な保育ニーズを踏 平成27年度からスタートした子ども・子育て新制度に対応するため、市民ニーズ調査の結果を踏まえ、就労
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 意向の潜在ニーズを含めた需要量に対する保育園及び小規模保育事業整備等を実施し、今後も待機児童ゼロ
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 を堅持する。
保育所等整備交付金等を活用し、施設整備への補助金を交付する。 【私立双葉保育園】

令和２年度の園舎改築に伴い、施設整備への補助金を交付する。
当該年度 【若草幼稚園（幼保連携認定こども園）】　
執行計画 平成３１年度実施設計等の内容を協議・確認し、県との交付金等に関する協議を進め、必要に応じて施設整

(3)事業内容 内　　容 備への補助金を交付する。令和４年４月開園予定。                                                【
私立柏鳳保育園】令和４年度、園舎の老朽化に伴い、園舎修繕について施設整備への補助金を交付する。
補助金を交付する保育園及び認定こども園の数 想定値 3当該年度

単位 園
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 私立双葉保育園の園舎改築に伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 1 1

令和 3年度 若草幼稚園（幼保連携認定こども園建替えに伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 1

令和 4年度 私立柏鳳保育園の園舎修繕に伴い、補助金を交付する。 直接 補助金を交付する園数 園 1

若草幼稚園の移転交渉の進展状況により、変更となることもある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 双葉保育園の園舎改築に伴う協議 0 ＊ 双葉保育園園舎改築工事に伴う交付金 ＊ 若草幼稚園施設整備費(協議・整備の 0 ＊ 柏鳳保育園園舎修繕に対する補助金 4,000
＊ 〇若草幼稚園施設整備費 0 ＊ 施設整備交付金（国負担額） 112,078 109,565 進捗状況により確定する。）

＊ 施設整備交付金（市負担額） 56,039 54,782
＊ 若草幼稚園の移転に伴う施設整備協議 0
＊ 若草幼稚園施設整備費(協議・整備の 0

進捗状況により確定する。）
　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

　

　

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 168,117 164,347 合　　計 0 合　　計 4,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 0 補助率 50 ％ 112,078 109,565 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 80 ％ 0 充当率 80 ％ 44,800 43,800 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 11,239 10,982 0 4,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.3 0.5
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 2,610 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,400 172,467 168,697 2,610 8,350
(11)単位費用

2,200千円／園 57,489千円／園 168,697
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども子育て支援新制度の施行に伴い実施した、今後の就労意向を含めた保育需要量に確実に対応し子育て支援を充実さ ●①事前確認での想定どおり
せるため、保育園や認定こども園、小規模保育事業の整備が必要である。整備を進めるためには、莫大な整備費用の負担 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が課題となっているため、本事業は必要である。また、老朽化した保育施設の修繕についても整備費用の負担が課題とな ○要
   背景は？(事業の必要性) るため、緊急に修繕を必要とする施設に対しても本事業は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

老朽化による双葉保育園園舎建替えを実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国交付金の申請や法人との調整等が必要である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民が参画する我孫子市子ども・子育て会議において、計画 我孫子市子ども・子育て会議への報告 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 等について審議している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(園) 目標値(b)(園) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(園) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

園舎建替えが完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 10,000
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 172,467 △168,067 168,697 97.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3,819.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初見込んでいた国交付基準額が低くなったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

園 10万円 0.06 +∞

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施設の安全性から要望がある法人に対し、施設整備の補助を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1935 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育施設の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 私立保育園等施設整備への補助 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 ■新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 172,467 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画・保育

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに



るとともに、多様な保育ニーズを踏 子どもが健やかに育つ質の高い保育環境の整備と待機児童ゼロの維持を実施する。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
老朽化が進む湖北台保育園園舎及びわくわく広場の建物を当広場の敷地内に園舎と広場の複合施設として整 園舎とわくわく広場の複合施設の建替え工事に伴う設計業務を実施する。
備を実施していく。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

設計業務の進歩率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 設計業務を完了する。 直接 設計業務の進捗率 % 100 100

令和 3年度 令和３年度から４年度の２カ年で園舎等建替工事を完了させる。 － 工事進捗率 ％ 70

令和 4年度 園舎等建替工事及び既存園舎の解体等の工事を完了させる。 － 工事進捗率 % 100

新園舎の定員数の設定及び現園舎敷地を園庭利用として賃貸するかの検討・協議が必要となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 測量業務 432 ＊ 新園舎等建替工事設計業務委託料 19,231 15,333 ＊ 新園舎等建替工事費（１年目） 203,000 ＊ 新園舎等建替工事費（２年目） 87,000
＊ 湖北地区の保育ニーズ検討 ＊ ３月補正 △3,648 ＊ 新園舎等建替工事監理業務委託料（１年 2,915 ＊ 新園舎等建替工事監理業務委託料（２年 6,800
＊ 若草幼稚園との認定こども園協議 ＊ 園舎解体等工事（駐車場整備含む）
＊ 新園舎等建替え詳細検討 ＊ 空調設備移設工事費
＊ 現園舎敷地の賃貸の検討 ＊ 建物登記委託料

＊ 厨房備品・カーテン等購入費
＊ 運搬費（物品引越・厨房備品移設）

実施内容 ※園舎解体工事以下は金額未定

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 432 合　　計 15,583 15,333 合　　計 205,915 合　　計 93,800
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 15,400 13,700 充当率 80 ％ 164,700 充当率 80 ％ 75,000

(9)財源内訳
一般財源 432 183 1,633 41,215 18,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.39 0.39 0.39 0.32 0.32
正職員人件費 3,432 3,393 3,393 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,864 18,976 18,726 208,699 96,584
(11)単位費用

38.64千円／％ 189.76千円／％ 187.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・待機児童ゼロ及び質の高い保育環境を提供するためには、保育園施設の整備は不可欠である。ここ数年で、私立保育園 ●①事前確認での想定どおり
の改修や新設により、公立保育園の施設の充実がますます求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・子どもたちが健やかに育つため、安全でより良い保育環境の整備が保護者からも強く求められている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・耐震診断結果を踏まえ、園舎の建替えを行うことが不可欠なものである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

湖北台地区公共施設の整備方針に基づき、園舎内に子育て支援施設を取り入れた複合施設として設計業務を実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となり、施設内容や運営等について関係者と協議が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要であった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
その他

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
その他

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

園舎建設や解体、外構整備工事に伴う設計を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,976 △15,112 18,726 98.68
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△391.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.53

% 10万円 0.53 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、来年度より２ヶ年にかけて工事を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1950 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 保育施設の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 湖北台保育園の再整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.39 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,624 千円 (うち人件費 3,393 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,976 千円 (うち人件費 3,393 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市保育園等整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備す



かかわる団体と 子育てサポーター及び子育て支援員を養成し、地域の子育て力の向上を目指す。また、その活動を支援する
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 ことで、地域に根差した子育て支援活動を促進させるとともに、子育て家庭が安心して子育てできる環境を
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し つくる。
子育てサポーター養成講座等を開講し、市認定子育てサポーターを養成する。また、子育てサポーターやボ 〇「我孫子市子育てサポーター養成講座」を実施し、新規子育てサポーターを養成する。
ランティアの活動の場を積極的に設定し、地域の子育て力の向上を目指す。 〇１・４・７期生の認定の更新時期にあたるため、基準を満たしたサポーターの更新手続きを行う。
子育てサポーターが地域の子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等の配付および相談に応じる 当該年度 〇子育てサポーターが地域の子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等の配付および相談に応じ
活動や、サポーターが立ち上げた団体と共催で短時間託児や、ハイハイまでの子を持つ保護者の交流会等を 執行計画 る活動や、子育て支援施設での子どもの見守りや、イベントの手伝い等を行う。

(3)事業内容 内　　容 を行うことで、安心して子育てできる環境づくりを推進する。

子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等を配付した件数 想定値 60当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 13

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域で子育て家庭を見守る体制を広げる 直接 子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等を配付した件数 件 45 60

令和 3年度 地域で子育て家庭を見守る体制を広げる 直接 子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等を配付した件数 件 60

令和 4年度 地域で子育て家庭を見守る体制を広げる 直接 子育て中の家庭を訪問し、子育て支援施設の情報紙等を配付した件数 件 60

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

子育てサポーター・子育て支援員研修 200 子育てサポーター養成講座講師報償費 100 0 子育てサポーター養成講座講師報償費 100 子育てサポーター養成講座講師報償費 100
講師報償費 子育てサポーター活動報償費 180 45 子育てサポーター活動報償費 180 子育てサポーター活動報償費 180
子育てサポーター活動報償費 260

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 460 合　　計 280 45 合　　計 280 合　　計 280
国庫支出金 補助率 50 ％ 100 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 322 273 45 273 273

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 38 □特会 ■受益 □基金 □その他 7 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 7 □特会 ■受益 □基金 □その他 7
換算人数(人) 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 2,088 2,088 2,088 2,088

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,572 2,368 2,133 2,368 2,368
(11)単位費用

42.87千円／件 39.47千円／件 164.08
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化が進行するとともに地域のつながりが希薄化する中で、子育て中の家庭が頼れる身近な存在が少なく孤独感が高 ●①事前確認での想定どおり
まる状況がある。そのような状況の打開策として、子育てサポーター養成講座の受講を修了し市から認定を受けた子育て ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ サポーターや、子育て支援員研修を終了し、全国共通の資格となる子育て支援員をはじめとした地域住民が、近所の子育 ○要
   背景は？(事業の必要性) て家庭の見守りや、多様なニーズに対応した子育て支援を行うことが求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申込はあったが、新型コロナウイルス感染症の影響で７月までは訪問できず、その後も緊急事態宣言等の期間は、申込の
取り下げもあり訪問件数は減少したが、ニーズはあり、話しを聞くことで保護者の不安や悩みに傾聴できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することで、市民の力を発揮することができている

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 研修修了生を子育てサポーターとして認定し、子育て支援施 ・子育て支援施設および保健センターで実施している検診で ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 設での子どもの見守りや、イベントの手伝いなどを依頼して の子どもの見守り。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り いる。 ・子育てイベント等の手伝い。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している また、子育てサポーターが市民活動団体を立ち上げ、市との ・子育て応援隊としての家庭訪問。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 共催事業として短時間託児、０歳児の子どもを持つ保護者の ・公立保育園の園庭開放で、園庭開放サポーターとしての子 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 交流活動を行うなど、市民の力を活かしている。 どもの見守りや、相談への対応。

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
45 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、申込数と訪問数が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 21.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,368 204 2,133 90.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 訪問依頼および訪問件数が想定よりも大幅に伸び悩んだ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.53

件 10万円 0.61 24.11

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域の子育て力の向上のために必要な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2025 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域子育て支援活動の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 子育てサポーターの養成と地域活動の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,368 千円 (うち人件費 2,088 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援に



育て中の家庭が外出しやすい環境づくりやサポートを受けられる
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 環境づくりを推進する。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
授乳とおむつ替えができる場所「あかちゃんステーション」を市内の協力店や公共施設に設置し、外出しや 授乳とおむつ替えができる場所「あかちゃんステーション」の協力店を増やし、外出しやすい環境づくりを
すい環境づくりを推進する。平成２６年７月から市内４箇所の子育て支援施設でおむつの販売を開始した。 推進する。また、千葉県事業である子育て家庭の優待カード「子育て応援！チーパス事業」の協賛店舗（チ
また、千葉県事業である子育て家庭の優待カード「子育て応援！チーパス事業」の協賛店舗（チーパスの店 当該年度 ーパスの店）を増やし、市内商業者と連携した子育て支援を推進する。両事業を関連させながら、我孫子市
）を増やし、市内商業者と連携した子育て支援を推進する。 執行計画 商工会や各商店会、各店舗に協力してもらえるよう継続して説明と依頼を行う。

(3)事業内容 内　　容

市内のチーパス協賛店舖数 想定値 175当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値 161

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域の子育て中の家庭が外出しやすい環境づくりやサポートを受けられる環境づくりの推進 直接 市内のチーパス協賛店舖数 箇所 171 175

令和 3年度 地域の子育て中の家庭が外出しやすい環境づくりやサポートを受けられる環境づくりの推進 直接 市内のチーパス協賛店舖数 箇所 177

令和 4年度 地域の子育て中の家庭が外出しやすい環境づくりやサポートを受けられる環境づくりの推進 直接 市内のチーパス協賛店舖数 箇所 180

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

あかちゃんステーション消耗品費 9 あかちゃんステーション消耗品費 9 0 あかちゃんステーション消耗品費 9 あかちゃんステーション消耗品費 9

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9 合　　計 9 0 合　　計 9 合　　計 9
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7 7 0 7 7

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 2 □特会 ■受益 □基金 □その他 2 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 2 □特会 ■受益 □基金 □その他 2
換算人数(人) 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06
正職員人件費 528 522 522 522 522

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 537 531 522 531 531
(11)単位費用

3.07千円／箇所 3.03千円／箇所 3.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の財政状況が厳しさを増す中で地域子育て支援を推進していくためには、市と地域の企業（事業者）が連携することで ●①事前確認での想定どおり
、子育ての環境について経済的、物理的に支援し、子育てを行う家庭を応援していくことが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域による子育て支援を推進していくためには、市や千葉県と地域の企業が連携し、子育て環境について経済的・物理的
に支援することは必要であり、重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市は赤ちゃんステーション協力店を増やし、千葉県はチーパ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ス協賛店を増やすことに努めた。市内のチーパス協賛店一覧
□その他 　促進された の更新を定期的に行い、市民に対しホームページ等でも周知

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した した。また、チーパスの更新事業も滞りなく行った。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の企業（事業者）の自主的な協賛により推進される。 地域の企業（事業者）がチーパスの協賛店となる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
171 175 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業者、市民にホームページ等でチーパスの広報を行い、併せて千葉県もチーパ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 161 92

ス事業を積極的に推進したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 531 6 522 98.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 32.96

箇所 10万円 30.84 93.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
赤ちゃんステーション、チーパスともに、引き続きホームページ等で広報を行い、協力店頭を増やしていくことで、保護者の利便性が高まるた
め、引き続き事業を推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2033 課コード 1703 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域子育て支援活動の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・保育課

個別事業 企業参加の子育て支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 531 千円 (うち人件費 522 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 市内の企業（事業者）とともに、地域の子


